
救急搬送受入体制等の総点検   



奈良県橿原市  
平成19年8月29日 妊婦（36歳）。奈良県、大阪府の9医療機関で受け入れることができず、搬送先決定まで1  
時間半。（2時44分頃通報）   

福島市  

平成19年11月11日 交通事故の患者（79歳女性）。市内の4医療機関で受け入れることができず、搬送先決  
定まで1時間。（20時15分頃通報）   

姫路市  

平成19年12月6日 吐血し、昏睡状態となった患者（66歳男性）。市内外の18医療機関で受け入れることがで  
きず、搬送先決定まで1時間。（0時7分通報）   

大阪府富田林市  
平成19年12月25日 嘔吐のあった患者（89歳女性）。府内の30医療機関で受け入れることができず、搬送先  

決定まで1時間半。（4時49分通報）   

大阪府東大阪市  
平成20年1月2日 交通事故の患者（49歳男性）。府内の6医療機関で受け入れることができず、搬送先決定ま  
で30分。（22時20分頃発生）  

・ 宮城県蔵王町  
平成20年1月6日 火災による熱傷患者（88歳女性）。県内の4医療機関で受け入れることができず、搬送先決  

定まで1時間。（22時15分頃発生）   

・ 大阪市都島区  
平成19年11月30日 拒食症の少女（16歳）。府内の7医療機関で受け入れることができず、搬送先決定まで47  
分。（22時20分頃通報）   

・ 東京都清瀬市  
平成20年1月8日 体調不良で胸痛を訴えた患者（95歳女性）。市内外の11医療機関で受け入れることができ  

ず、搬送先決定まで38分。（21時半頃通報）   

・ 千葉県東金市  
平成19年8月23日 庭先で倒れているところを通行人が発見し救急要請（56歳男性）。都内の12医療機関で受  
け入れることができず、搬送先決定まで約60分。（17時過ぎ頃通報）   

・ 東京都小平市  
平成20年2月14日 女性（61歳）が自宅で倒れているところを家族が発見し、救急要請。小平市、立川市の15  
医療機関で受け入れることができず、搬送先決定まで約1時間半。（17時半境遇報）  

埼玉県春日部市  
平成20年2月25El、女性（93歳）宅にて倒れているところを訪問したホームヘルパーが発見し、救急要請。13  

医療機関で受け入れることができず、搬送先決定まで約1時間半。（18時半境遇報）  

佐賀県唐津市  
平成20年1月4日、中国人船員（45歳男性）が航行中の船舶内体調不良を訴え、海上保安部を経由して救急  

要請。唐津市、佐賀市等の15医療機関で受け入れることができず、搬送先決定まで約1時間。（午前1時頃通  
報）  

（報道情報とりまとめ）   



平成19年12月10日付連名通知に基づき都道府県から報告された  
救急搬送受入体制等に関する総点検結果の集計  
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都道府県において、（特に夜間・休日につい  
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「産科救急搬送受入体制等の確保について」の概要  
平成19年12月厚生労働省  

○ 本年8月、奈良県で妊婦が救急搬送中に死産となった事案を受け、その後の検証等を通じて得   
られた課題の分析を基に方策を検討。  

○ この結果、①直ちに着手可能なものから、②一定の検討を要するも企まで、一連の方策を整理。  

○ 本通知は、①の方策について、都道府県に対し酬包括的に提示する   
もの。   

①直ちに着手可能なもの【第1フェーズ】  
・都道府県において、産脚点検を行い、地域の実情に応じた対篭を速やかに検討の  
上、実施。さらに、対策のフォローアップ．合同訓練等を実施。  

・国においては、必要な関係予算の確保に努める等都道府県の取組を支援。  

（スケジュール）  

・平成20年1月末日までに、都道府県は、総点検の結果を国に報告。  
・平成20年2月末日までに、都道府県は、対策をとりまとめ、国に報告。   

②一定の検討を要するもの【第2フェーズ】  
関係省庁において、別途検討会を設置する等、それぞれ必要な検討等を行った上で、年度内  

圭竺に対応していく予定。  
・救急医療情報システムの仕様の検証  
・NICUやその後方病床の確保  
・消防機関と医療機関の連携に関する諸課題の検討  
・「緊急医師確保対策」に基づく各種対策の支援 等  

1  

Ⅰ．奈良県の事案等を通じて得られた課題の分析   

1．「救急要請における産科・周産期傷病者搬送実態調査」（10月26日公表）  
総務省消防庁と厚生労働省が全国の消防本部に対し、緊急に実施。  

・摩科・周産朔傷病者に係る搬送人員の約半軌ま医療機関間の搬送であり、かかりつけ慌を中心とするネソトワークが機能している。  

・ 最初の照会により搬送先医標穐閥が決まったらのは全体の92．4％となっている。  

・地域別にみると、大都市部において照会回数の多い事案が多くなる傾向にある。  

・受入に至らなかった理由別の件数をみると、「処矧割勘、「手術・患者対応中ユ、「専門外」等が多い，   

2．「周産期医療ネットワーク及びN【CUの後方支援に関する実態調査」（10月26日公表）  

厚生労働省が全都道府県に対し実施。  
約7割の総合周産期母子医樅センターにおいてNICUの病床利用率が90％超。新生児及び母休機送の受入ができなかった主な理由は  

NICUの満床を挙げている。  

・NICU、又はその後方病床が不足していると認識している自治体が、それぞれ11自治体、25自治体，   

3，「2007年8月奈良県妊婦救急搬送事案調査委員会」（11月9日報告書とりまとめ）  

奈良県が事案発生を受けて9月に設置。以後、計5回の会合を開催。厚生労働省からもオブザーバー出席。  

・ 夜間・休日における産婦人科一次救急体制の確立、未受診妊婦の解消に係る対策の充更を今後の大きな互架趨に位置付けている。  

・産婦人科医の確保を、間直朔医碩を取り巻く根本的な課題と棺桶している，   

4．「産科救急搬送受入のあり方に関する懇話会」（11月12日開催）  

奈良県調査委員会報告書を受け、厚生労働省において開催。産科医療、救急医療及び救急搬送に係る  

有識者並びに関係省庁（総務省消防庁、文部科学省）による意見交換を実施。  
・医塘は患者と医療織間側の協力関係により成立することから、患者l朋にもー定の娃康管理が必贋である。  

・産科救急服送受入体制の確保は全国一律の対応ではなく、地域の更憎に応じたアプローチが望王しい，  
．放急搬送に隣し、メディかレ。ント。＿′レの活相が考えられる。また、搬送照会に閲し、医療繊瀾の如の側整備が那れ岩  
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Ⅱ．産科救急搬送受入体制の確保に係る方策   

1．救急搬送に対する支援体制の確保   
・赦免瞑痛H曹鏡システムの裔車・改善  

更新頻度の増加、入力情報の改善、都道府県等によるフォロー  

・消防機関と医療機関の連携体制の確保  

医療機関の窓口体制の確保、消防機関における体制の確保、救急患者摩入コーディネーターの軒瀞、  
メディカルコントロール体制の活用の検討  

・県境を越える患者搬送体制の整備  

都道府県間協議による搬送ルールの策定、隣接県の救急医療情報システムへのアクセス、ドクターヘリの活用   

2．救急医療と産科・周産期医療の連携   
・救急部門と産科・周産期部門の連携体制の確保   
・周産期救急情報システムの利用の検討   

3．産科医療体制の確保   
・地域における産科医療体制の確保   
・産科医の確保   

4．妊婦健康診査の受診勧奨   
・適切かつ効果的な健康診査及び保健指導の推進   
・公乗員担の充実   
・早期の妊娠届出の励行  

Ⅲ．総点検・フォローアップ   

1．総点検   

・現行の産科救急搬送受入体制等に問題がないか点検。→チェックリストの活用   
・医療計画における救急医療の体制構築に係る取組と連動。  

（作業部会の構成員）  

都道府県関係部局、地域医師会等の医療関係団体、救急医療・救急搬送に従榔する者、メディカルコントロー  
ル協議会、住民・患者、市町村等   

・「救急要矧こおける産科・周産期傷病者搬送実態調査」の結果も参照。   

2．対策の実施   
・地域の実情に応じて必要な対策を速やかに検討。   

・実施可能なものから適宜、着手。   

3．フォローアップ   

・定期的に点検を実施し、必要に応じて対策を見直し。   

4．訓練の実施   

・消防機関と医療機関の連携体制が適切に機能するか、医療機関及び消防機関が合同で確認。   
・救急患者受入コーディネーターを活用する仮想症例や県境を越える搬送を必要とする仮想症例で訓練。   

5．報告   
・1・の総点検の結果や、2・で検討された対策を国に報告。  

4  
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救急医療情報の把握・提供体制等に関する調査について（結果）  

平成20年2月14日  

厚生労働省医政局指導課  

1 目的等   

昨年8月、奈良県在住の妊婦が死産した事案が発生したことを受けこ 同年12月  

10日、厚生労働省は総務省消防庁と共に、都道府県に対し、救急搬送受入体制等  

に係る総点検及び改善策の実施を要請した。   

当該要請の中で、改善策の一つとして、救急医療情報システム（現在、44都道  

府県において導入済。）について可能な限りの更新頻度の増加等を促したところであ  

るが、同システムについては、都道府県によってその仕様等が相当異なると思料さ  

れたことから、今後の施策を検討するためにも、その運用の詳細について、今般、  

情報収集を行うこととした。  

2 方法等  

期 間：平成19年12月26日～平成20年1月31日  
時 点：平成20年1月1日現在  

方 法：アンケート方式  

対 象：全47都道府県（衛生主管部局）  

3 結果（要点）   

・システム参画割合  

救急医療情報システムに優先的に参画すべき第二次救急医療機関及び第三次  

救急医療機関のほと岬こ参画していた（それぞれ全体の  

93．6％（3，645施設）、96．6％（200施設））。   

・都道府県による入力要請状況  

都道府県が医療機関に要請している救急医療情報システムの入力頻度につい  

ては、1日2回又はそれ以上の入力を基準としているところが大半であった  

（44県中40県）。また、何らかの形で医療機関に対し、入力の督促を行っ  

ているところが41県であった。  

t隣接県との連携  

救急医療情報システムについて、隣接県と相互利用の形で連携しているとこ  

ろが9県であっ  た。  

・有用度   

自由記載回答によると、救急医療情報システムは搬送先の救急医療機関が多  

数存在する場合には有用とする回答が複数あった。また、リアルタイムによる  
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表示は手間二旦スト等の問題があるとの意見があつた。  

・有効活用のためのエ夫   

都道府県において、救急医療情報システムの有効活用のため、これまでに行   

った工夫として、搬送先医療機関の選定が困難な事例について、消防本部が複   

数の医療機関に対し一斉に照会を行うシステムの導入や、入力状況が適切でな   

い救急医療機関に対し、救急告示指定を更新しない旨を通知する等の取組が報   

告された。  

4 項目別結果詳細  

（1）救急医療情報の把握と提供の方法（複数回答）   

・把握方法  

救急医療情報（診療科別医師の在否、診療科別手術及び処置の可否、病室の  

空床状況等）の把握方法については、医療機関の救急医療情報システムへの入  

力によるものが44県、救急医療情報センターの電話・FAX等による医療機  

関への照会によるものが10県、消防本部の医療機関への事前照会によるもの  

が14県であった。   

・提供方法  

救急医療情報の提供方法については、救急医療情報システムの画面表示によ  

るものが44県、救急医療情報センターのオペレーターからの電話等による回  

答によるものが12県であった。  

（2）救急医療機関の救急医療情報システムヘの参加割合   

・類型別参加割合  

救急医療機関の類型ごとに救急医療情報システムヘの参加割合をみると、そ  

のほとんどが診療所で構成される初期救急医療機関で8．2％（1，893施  

設）、第二次救急医療機関で93．6％（3，645施設）、第三次救急医療機  

関で96．6％（200施設）、「その他」（都道府県が策定する医療計画に位  

置付けられていない救急告示病院等）で48．4％（721施設）であった。   

・特記事項  

救急医療情報システムは、救急隊による患者（中等症以上を念頭）の搬送へ  

の支援を狙いとしたものであり、その意味で優先的に参画すべき第二次救急医  

療機関、第三次救急医療機関のほとんどが同システムに参画していることが判  

明した。  

（3）救急医療情報システムの表示内容（複数回答）   

・表示内容の整備状況  

44県中、それぞれ、「医師の在否」は30県（うち診療科別に区分表示し  
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〉川て⊥｝るも一のは乙4「県）椚▼トⅦ1圭徳但二吐盃」」は＆且県」周之8県1、一〈汀、ル】一一一一［空産状況」は¶ 

36県（うち一般・ICU等の病床区分別に表示しているものは9県）におい   

て表示されていることが判明した。  

（4）都道府県による入力要請状況   

・入力回数  

都道府県が医療機関に要請している救急医療情報システムの入力頻度につい  

ては、「随時」が5県、「1日2回以上」が10県、「1日2回」が25県、「1  

日1回以上」が3県、「1日1回」が2県、 

大半が「1日2回」又はそれ以上を基準としていることが判明した。   

・督促状況  

また、入力の督促状況については、「督促を行っている」が41県であり、  

その方法（複数回答）については、「救急医療情報センターの職員が行ってい  

る」が27県、「システムが自動的に行っている」が25県であった。  

（5）救急医療情報システムの連携状況   

・隣接県との連携  

隣接県と「相互利用」しているところが9県、隣接県へ情報を「開放」して  

いるところが1県であった。   

・周産期医療情報システムとの連携  

また、周産期医療情報システムと連携しているところが21県であった。  

（6）救急医療情報の提供体制に関する検証   

・検討する場の設置状況  

救急医療情報の提供体制に関し、検証の場を有するところが47県中40県  

であった。検証の場の種類（複数回答）については、「MC（メディカルコン  

トロール協議会※）」が8県、「救急医療対策協議会（救急医療作業部会）」が1  

5県、「その他（救急医療情報システム運営委員会等）」が24県であった。  

※メディカルコントロール協議会   

救急救命士の活動等について医師が指示・指導・助言及び検証することにより病院前救  

護の質を保障する体制の整備に係る協議の場。  

（了）  
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※ここでいう「救急医療情報」とは、診療科別医師の在否、診療科別手術及び処置の可否、病室  
の空床状況等をいう。  

※ここでいう「救急医療情報」とは、診療科別医師の在否、診療科別手術及び処置の可否、病室  
の空床状況等をいう。  
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※その他は医療計画に位置付けられていない救急告示病院等  
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※救急医療情報システムは現在44都道府県において導入されている  

※救急医療情報システムは現在44都道府県において導入されている  

14   



15   




